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要旨：2011 年の東日本大震災で発生した津波は鉄筋コンクリート造（以下，RC 造）建物に甚大な津波被害

を与えた。そこで，従来の衝撃実験とは異なる比較的低速度な津波浮遊物を想定した衝撃荷重に対する RC

造壁の挙動を評価するために，実験変数は壁厚，コンクリート圧縮強度，衝突速度とし，試験体 16 体を用い

た衝撃実験を行った。実験結果を用いて，裏面剥離と貫通破壊の 2 つの損傷状態を予測できる CRIEPI 式と

Chang 式の精度検証を行ったところ，裏面剥離の 3 体，貫通破壊の 6 体でほぼ危険側の評価となった。そこ

で，この 2 つの損傷状態を 9 体の試験体で安全側となるように予測できる修正式を提案した。 
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1. はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震で

は，従来津波に対して強いとされてきた鉄筋コンクリー

ト造建物（以下，RC 造建物）が甚大な津波被害を受け

た 1）。なかでも，船舶･コンテナ･流木等の衝突による損

傷がこれほどの規模で生じたことは国内初であり，その

対策は緊急性を要する。しかし，津波避難ビル等の設計

に用いられている「津波避難ビル等に係るガイドライン」

2)や「東日本大震災における津波による建築物被害を踏

まえた津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針」

1)で示されている構造設計法では，津波漂流物に対する

検討項目が掲げられているにも関わらずその評価法につ

いての記述はなく，津波浮遊物の衝突に対しての設計法

はほぼ無策の状態となっている。 

 津波浮遊物に対して建築構造物を設計するためには，

構造耐力上主要となる部材の破壊を防ぎ，柱や耐力壁の

一部分が損傷しても崩壊しないことが重要である。本研

究では，部材の局所破壊に対する研究が特に欠如してい

る現状に着目し，検討を行う。 

 衝撃荷重によって RC 板に生じる破壊性状は，大きく

2種に分類されることがKennedy3)により報告されている。

1 つは局所破壊であり，主に剛な物体が高速で衝突した

場合に生じ，破壊の範囲が衝突部付近に集中し，パンチ

ング破壊により壁面が破壊される。もう 1 つは全体応答

といわれ，衝突体の質量が比較的大きく，低速度で衝突

したときに生じる破壊である。図－1 に，衝撃荷重によ

って RC 板にみられる典型的な局所破壊性状を示す。局

所破壊では，コンクリートの表面が飛散し，RC 板の表

面破壊(a)が生じる。また，衝突体の速度を上げると，コ

ンクリートの裏面が剥離する現象(b)が起き，さらに衝突

体の速度を上げると，衝突物が RC 板を貫通する現象(c)

が起きる。ここで破壊性状の定義を示す。 

『表面破壊』：衝突面は，貫入やコンクリートの表面飛散

（Spalling）が生じる。RC 板裏面に放射状または円周上

にひび割れが生じることもある（図－1 (a)に相当）。 

『裏面剥離』：RC 板裏面で放射状または円周上にひび割

れが発生し，尚且つコンクリートの剥離・剥落が生じた

状態（図－1 (b)に相当）。 

『貫通破壊』：RC 板に貫通孔が形成され，衝突体が RC

板を通り抜ける破壊状態（図－1 (c)に相当）。 

 

 

図－1 破壊性状の定義 

 これらの局所破壊を評価する式は既往の研究で多く提

案されている 4）が，その多くは適用範囲がミサイルや銃

弾などを想定した高速域での衝突を想定しており，津波

漂流物を想定した7.0m/s程度における低速域での適用に

対し不明瞭な点が多い。なかでも津波漂流物を想定した

低速域での衝突実験において貫通破壊を観測した実験例

3）は数少ない。 

 ここで，局所破壊の評価式である Chang 式 5）と CRIEPI

式 6）を紹介する。Chang 式 5）は，RC 板に飛来物が衝突

するときの破壊性状を予測する評価式であり，CRIEPI
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式 6）は，伊藤らが，Chang 式 5）を 4.0m/s～40m/s の比較

的低速度の実験結果を用いて修正した評価式である。津

波浮遊物を想定した低速域に対する実験結果が非常に少

ない中で，CRIEPI 式の適用範囲内である速度は，本実験

の目的である津波浮遊物を想定した 7.0m/s程度の低速域

を網羅している。そのため本実験結果の破壊性状におけ

る予測に対して CRIEPI 式を用い，さらに CRIEPI 式の参

考となっている Chang 式を用いることとした。 

 式(1)に CRIEPI 式と Chang 式における裏面剥離に対す

る限界厚さ tsの評価式を示す。 
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 ここで，RFs：柔飛来物に対する低減率(剛飛来物では

1.0)，V0：基準速度(60.96m/sec)，V：衝突速度(m/sec)，M：

衝突体質量(kg)，d：衝突体直径(m)，fc：コンクリートの

圧縮強度で単位はCRIEPI式で(N/mm2)，Chang式で(N/m2)，

係数 asは CRIEPI 式で 6.96×10-3，Chang 式では 1.84 であ

る。 

 式(2)に CRIEPI 式と Chang 式における貫通限界厚さ tp

の評価式を示す。 
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 ここで，RFp：柔飛来物に対する低減率(剛飛来物では

1.0)，係数 apは，CRIEPI 式で 8.96×10-4，Chang 式では

1.00 である。V0, V, M, d, fcは式(1)と同じである。 

 図－2 に電力中央研究所（CRIEPI）で行われた衝突速

度約5.0m/s～約 250m/sの実験結果 6），7）をCRIEPIとChang

の評価式と共に示す。表面破壊（□）は黄線の左側に，

裏面剥離（△）は黄線と赤線の間に，貫通破壊（×）は

赤線の右側に位置すると評価式が正確に破壊性状を説明

できることになる。裏面剥離（△）が黄線の左側，又は

貫通破壊（×）が赤線の左側に位置すると評価式は危険

側となる。図－2 に示す試験体における実験変数の範囲

は，(a)中速度衝撃実験では，衝突速度 4m/s から 40m/s，

衝突体質量 70kg，壁厚 100mm から 300mm で衝突体の先

端径は約 100mm であり，(b)高速衝撃実験では，衝突速

度 40m/s から 250m/s，衝突体質量 100kg，壁厚 400mm か

ら 600mm で衝突体の先端径は 230mm である。図－2よ

り CRIEPI 式と Chang 式は，実験が行われた(a)中速域の

20m/s 程度以下の範囲では裏面剥離（△）の数点が貫通

破壊を示す評価式（Chang 式(2)，CRIEPI 式(2)）の右側

に位置し，過大に安全側の評価となる。(b)高速域の速度

範囲において裏面剥離限界厚さや貫通限界厚さの評価が

CRIEPI 式では精度良く評価されているが，Chang 式では

(a)中速域と同様に裏面剥離（△）となった試験体が貫通

破壊を示す評価式（Chang 式(2)）の右側に位置し，やは

り過大に安全側の評価となる。さらに，津波浮遊物を想

定した約 7.0m/s 程度の低速域（図－2の赤枠線）におい

て，2 体の実験結果しか存在しない。 

 本実験では，船舶･コンテナ･流木等の津波浮遊物を想

定した 7.0m/s 程度の低速域において，実験結果が少ない

ことに着目し，想定している被害の中で最も被害が大き

くなるであろう剛衝突体を用いて低速域に対する衝撃実

験を行った。さらに，津波浮遊物に対して建築構造物を

設計するために RC 造壁のパンチング破壊性状の評価を

行い，比較的低速域に対して評価できる CRIEPI 式およ

び，Chang 式を用いて，低速域範囲内で RC 造壁におけ

る破壊性状予測の精度を検証する。そこで破壊性状予測

に対して，CRIEPI 式を用いてより精度が高い予測式の提

案を行う。CRIEPI 式は，理論式であるが，一部で実験結

果からの回帰係数を用いている。このような中で，

CRIEPI 式は，比較的低速度もカバーしているが，式を作

成したときのメインの実験結果が必ずしも低速度だけを

考慮しているわけではない。そのため，低速度をメイン

ターゲットとして実験を行なった本研究の結果を用いて

回帰係数についての検討を行う。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体概要 

 図－3に，RC 造壁試験体の寸法と配筋を示す。左半分

は壁厚 80mm の試験体を示し，右半分は壁厚 120mm の

試験体を示す。RC 造壁試験体は 1300mm×1300mm の正

方形 RC 板で，計 16 体製作した。鉄筋には，公称直径

5mm のインデント型溶接金網（CD5）を用いた。壁厚が

80mm および 120mm の試験体における鉄筋間隔は，それ

ぞれ 150mm と 100mm の 2 種類であり，いずれも鉄筋比

は 0.33%である。かぶり厚さは 15mm，最大骨材粒径は

20mm とした。試験体の実験変数を表－1 に示す。試験

体の実験変数は，壁厚（80mm，120mm），コンクリート

圧縮強度（28.8MPa，51.4MPa），衝突速度（2.6m/s~9.8m/s）

の 3 つとした。表－2および，表－3にそれぞれコンクリ

ートおよび鉄筋の静的材料試験によって得られた材料特

性を示す。 

 

2.2 載荷装置概要 

 図－4 に，水平衝撃荷重載荷装置を示す。本装置は，

反力フレーム，ゴム棒，油圧ジャッキおよび衝突体によ

り構成されている。ゴム棒を油圧ジャッキによって所定

の長さだけ伸ばし，ゴム棒の弾性エネルギーを利用して，

衝突体を試験体に衝突させることができる。 

 試験体は，ボルト穴に固定治具を用いて，4 辺とも固

定し，3 軸方向の移動と固定辺に対する回転を拘束した。 
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※図中の式に用いた値：RFs＝1.0，RFp＝1.0，M＝70kg，

d＝98mm，fc＝29.1N/mm2 

(a) 中速度衝撃実験結果（4m/s から 40m/s） 
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※図中の式に用いた値：RFs＝1.0，RFp＝1.0，M＝100kg，

d＝230mm，fc＝29.1N/mm2 

(b) 高速度衝撃実験結果（40m/s から 250m/s） 

図－2 電力中央研究所（CRIEPI）で行われた実験

結果 6），7）と Chang式および CRIEPI式との比較 

 固定治具周辺において，治具で固定する際のひび割れ

防止として，あらかじめ試験体の固定用貫通孔周辺で配

筋を二重にした。図－5 に衝突体を示す。衝突体には上

下 8 個のベアリングローラーが付随しており，載荷装置

のレールに沿って移動し，試験体中央部に衝突させるこ

とが可能である。衝突体の重量は 104.95kg，衝突体長さ 

＝800mm であり，先端形状は円形で，貫通破壊に対して

最も危険側となる平坦形状 8)とした。衝突体先端は直径

100mm の鋼製（S45C）で構成されている。また，図－6

に示すように衝突体直径と同径で質量6.18kgの鋼製円柱

（ 100mm×h100mm）をロードセルとして，試験体と衝

突体の間に設置し，衝撃荷重を測定した。ロードセルの

剛性は 2.03×105MPa である。 

 衝突体の速度は，高速度ビデオカメラ（2000fps）およ

びレーザー式速度計の 2 システムから独立して計測した。

サンプリング周波数 2kHz のビデオ映像の映像解析によ

り衝突直前の速度を算出した（V1）。また，載荷装置の

レールに設置されたレーザー式速度センサを用いて速度

を算出した（V2）。表－1を見ると，V2のほうが V1より

大きい傾向があるが，これはレールによる摩擦力によっ

て衝突体の速度が下がったためと考えられる。そのため，

実験結果の解析では V1を衝突速度として用いた。 

 なお，別途測定したロードセルとして用いている鋼材

部分の歪み計測結果及びコンクリート表面の歪みゲージ

から弾性波の反射による衝突体の 2 度打ちの兆候は認め

られていない。 

表－1 試験体の実験変数と破壊性状 

※1 fc:コンクリートの圧縮強度 

※2 V1:ビデオカメラにより計測された速度 

※3 V2:レーザー変位計により計測された速度 

表－2 コンクリートの力学的特性 

圧縮強度 ヤング係数※1 割裂引張強度

(MPa) (GPa) (MPa)

普通強度 28.8 22.4 2.44

高強度 51.4 30.6 3.44

コンクリート種類

 
※1 ヤング係数は 1/3 割線弾性係数とした。 

 

表－3 鉄筋の力学的特性 

ヤング係数 降伏強度※2 引張強度

(GPa) (MPa) (MPa)

壁筋 CD5 197 516 568

種類 呼び径

 
※2 降伏強度は 0.2%オフセット耐力とした。 

試験体 

実験変数 
破壊 

性状 
壁厚 (mm) 

鉄筋比 

fc
※1 

(MPa) 

V1
※2 

(m/s) 

V2
※3 

(m/s) 

S29a 

80 mm 

CD5@150 

double 

(0.33%) 

28.8 

2.61 2.79 表面破壊 

S29b 5.43 5.34 表面破壊 

S29c 6.18 6.20 貫通破壊 

S29d 6.44 6.65 貫通破壊 

S51a 

51.4 

2.68 2.87 表面破壊 

S51b 5.45 5.44 表面破壊 

S51c 6.91 7.02 貫通破壊 

S51d 8.47 8.57 貫通破壊 

L29a 

120 mm 

CD5@100 

double 

(0.33%) 

28.8 

5.14 5.29 表面破壊 

L29b 5.81 5.86 表面破壊 

L29c 6.77 6.94 裏面剥離 

L29d 9.80 10.05 貫通破壊 

L51a 

51.4 

5.79 5.87 表面破壊 

L51b 7.76 7.76 裏面剥離 

L51c 8.50 8.50 裏面剥離 

L51d 9.33 9.29 貫通破壊 

←CRIEPI式(1) 

Chang 式(1)→ 

←CRIEPI式(2) 

Chang 式(2)→ 

Chang 式(1)→ 

←CRIEPI式(1) 

←CRIEPI式(2) 

Chang 式(2)→ 

□ 表面破壊 

△ 裏面剥離 

× 貫通破壊 

 

□ 表面破壊 

△ 裏面剥離 

× 貫通破壊 
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図－4 水平衝撃荷重載荷装置 

 

 

 図－5 衝突体   図－6 鋼製ロードセル設置状況 

 

3. 実験結果 

3.1 破壊性状の分類 

 表－4 に，実験によって生じた代表的な破壊状況を示

す。表面破壊では，衝突面に貫入や周辺に放射状のひび

割れが確認された。裏面剥離では，衝突面に衝突体と同

径の円形状に陥没が観察され，試験体によっては，衝突

面の壁筋が変形・破断していた。貫通破壊では，衝突面

の貫通孔周辺にひび割れはほとんど見られず，衝突面と

裏面の両側で破断していた。 

 衝突速度が特に低い場合では，壁厚(80mm と 120mm)

の違いに関わらず，破壊性状は表面破壊となり，差異は

確認されなかった。速度の増加に伴って，貫通破壊に至

る場合と裏面剥離が生じてから貫通破壊が生じるといっ

た傾向が確認された。 

表－4 代表的な破壊状況 

試験体名 衝突面 裏面

貫通破壊

L29d(9.80m/s)

表面破壊

L29a(5.14m/s)

裏面剥離

L29c(6.77m/s)

 

※写真撮影範囲:衝突面:縦 30cm×横 30cm，裏面:縦 60cm

×横 60cm 

 

3.2 壁厚による破壊性状の変化 

 図－7 に壁厚の違いにおける破壊性状の比較を示す。

(a)では，壁厚が厚くなることで壁厚 80mm・衝突速度約

6.0m/s における貫通破壊（×）が壁厚 120mm・衝突速度

約 6.0m/s における裏面剥離（△）や表面破壊（□）とい

った破壊性状に移行する。(b)では，壁厚 80mm・衝突速

度約 8.0m/s における貫通破壊（×）が壁厚 120mm・衝

突速度約 8.0m/s における裏面剥離（△）に移行する。こ

れらのことから RC 造壁の破壊性状は壁厚による影響を

受ける。 

 

3.3 コンクリート圧縮強度による破壊性状の変化 

 図－7 (a) (b)においてコンクリート圧縮強度 29MPa と

51MPa の試験体の破壊性状の分布がほとんど重なって

いる。CRIEPI 式や Chang 式では，コンクリート強度の

上昇により貫通（または裏面剥離）限界速度が上昇する

計算結果が得られるが，今回の実験では，コンクリート

圧縮強度の影響を破壊性状の予測に反映する程のデータ

が得られなかった。 

 

3.4 実験結果を用いた CRIEPI 式および Chang 式の検証 

 図－8 に，本実験の結果と既往評価式による評価曲線

を示す。図－8 における評価式の危険性を数値で示すの

が表－5 である。本実験結果の裏面剥離試験体 3 体・貫

通破壊試験体 6 体に対し，速度を尺度に比較した。実験

速度を予測速度で除した Vexp/Vcomが 1 より小さいと評価

質量：104.95kg 

油圧ジャッキ 

衝突体進行方向 

試験体 

衝突体 

ゴム棒 

反力フレーム 

(a)左半分：壁厚

80mmの試験体 

(b)右半分：壁厚

120mmの試験体 

図－3 RC造壁試験体（単位：mm） 
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V1用ビデオ映像解析位置 

8500mm 

ロードセル 

mm800

mm100
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式の予測が危険側となる。予測速度とは，既往評価式で

ある CRIEPI 式・Chang 式，修正式である修正 CRIEPI 式

から算出することができる速度である。表－5 では，丸

で囲んだ 1 以下の値のみを平均して示した。図－2 では

予測精度が高かった CRIEPI 式は裏面剥離（△）の 3 体

および貫通破壊（×）の 6 体の全てで危険側の評価とな

った。CRIEPI 式より安全側の評価となる Chang 式は，

CRIEPI 式より予測精度は高いが，津波浮遊物を想定した

低速域では CRIEPI 式と同様に危険側の評価を示してし

まう。 
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(a) コンクリート圧縮強度 29MPa 
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(b) コンクリート圧縮強度 51MPa 

図－7 壁厚の違いにおける破壊性状の比較 

 

3.5 修正 CRIEPI 式の提案 

 本研究では，20m/s～50m/s の低速度から中速度領域に

おいて比較的精度の良い CRIEPI式の係数 asと apを本実

験結果に適合するように再修正し，修正 CRIEPI 式とし

て提案する。 図－8 に黄点線で裏面剥離に関する修正

CRIEPI 式を，赤点線で貫通破壊に関する修正 CRIEPI 式

を示す。全試験体に対し安全側の評価となるように，図

－8 (b)の L51a を裏面剥離式が，L51c を貫通破壊式が通

過するようにすると，係数 asは 10.2×10-3，係数 apは 1.89

×10-3 となる。この結果，表－5 でも明らかなように 9

体の試験体で危険側の評価がなくなった。 
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※図に用いた値：RFs＝1.0，RFp＝1.0，M＝104.95kg，d

＝100mm，fc＝28.8N/mm2 

(a) コンクリート強度 29N/mm2の場合（S29, L29） 
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※図に用いた値：RFs＝1.0，RFp＝1.0，M＝104.95kg，d

＝100mm，fc＝51.4N/mm2 

(b) コンクリート強度 51N/mm2の場合（S51, L51） 

図－8 本実験における実験結果 

 

表－5 Chang式・CRIEPI式・修正 CRIEPI式の危険性評

価 

(a) 裏面剥離試験体と裏面剥離予測式の比較 

壁厚 衝突体速度

t (mm) vexp (m/s) vcom (m/s) vexp / vcom vcom (m/s) vexp / vcom vcom (m/s) vexp / vcom

L29c 6.77 6.8 1.00 7.34 0.92 4.14 1.64

L51b 7.76 0.81 0.75 1.33

L51c 8.50 0.89 0.82 1.46

0.85 0.83 3体とも適合不適合試験体のみの平均

試験体

9.6 10.37
120

CRIEPIChang 修正CRIEPI式

5.84

 
 

 

(b) 貫通破壊試験体と貫通破壊予測式の比較 
壁厚 衝突体速度

t (mm) vexp (m/s) vcom (m/s) vexp / vcom vcom (m/s) vexp / vcom vcom (m/s) vexp / vcom

S29c 6.18 0.78 0.67 1.82

S29d 6.44 0.81 0.70 1.89

S51c 6.91 0.59 0.51 1.18

S51d 8.47 0.72 0.62 1.45

L29d 9.80 13.68 0.72 15.84 0.62 5.84 1.68

L51d 9.33 20.13 0.46 23.31 0.40 8.62 1.08

0.68 0.59 6体とも適合不適合試験体のみの平均

修正CRIEPI式

3.40

5.86

Chang CRIEPI
試験体

7.97

11.72

9.22

13.57

120

80

 

 

式(1)：Chang 式→ 
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←式(1)：CRIEPI式 

式(1)：Chang 式→ 
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 但し，コンクリート圧縮強度を反映して，図－8 (b)の

修正式の 2 曲線が図－8 (a)では左方向にシフトしており，

3.3 章でコンクリート圧縮強度 fc の影響は少ないと示し

たことを反映できていない。また，裏面剥離（△）が貫

通破壊（赤点線）の右に位置するなど，あまりに安全側

の評価式となっている。そこで表－6 に本実験結果の表

面破壊試験体 7 体・裏面剥離試験体 3 体がどれ程安全側

に過大評価されているのかを示した。表－6 に示す不適

合試験体のみの平均は，安全率1.00以上の平均値である。 

 表－6 (a)において，修正 CRIEPI 式を用いた場合，不

適合試験体のみの平均が 1.58と他 2式に比べ大きく安全

側の評価となった。表－6 (b)においては修正 CRIEPI 式

を用いた場合，試験体 L29c で 1.16 と安全側の評価とな

った。全試験体を危険側とならないように，評価式の修

正をすると，最も危険側にあった試験体に引きずられて

評価式の健全性が失われる。3.3 節を反映して，コンクリ

ート圧縮強度 29MPa の強度でも 51MPa の曲線を使用す

るなどの修正が精度向上に必要となる。 

 

表－6 安全側に関する Chang式・CRIEPI式・修正 CRIEPI

式の評価 

(a) 表面破壊試験体と裏面剥離予測式の比較 
壁厚 衝突体速度

t (mm) vexp (m/s) vcom (m/s) vexp / vcom vcom (m/s) vexp / vcom vcom (m/s) vexp / vcom

S29a 2.61 0.70 0.65 1.15

S29b 5.43 1.46 1.35 2.40

S51a 2.68 0.51 0.47 0.84

S51b 5.45 1.04 0.96 1.70

L29a 5.14 0.76 0.70 1.24

L29b 5.81 0.85 0.79 1.40

L51a 5.79 9.60 0.60 10.37 0.56 5.86 0.99

1.25 1.35 1.58不適合試験体のみの平均

4.14

試験体
修正CRIEPI式

2.26

3.205.66

4.01

CRIEPI

3.71

5.24

6.80 7.34

80

120

Chang

 
 

(b) 裏面剥離試験体と貫通破壊予測式の比較 

壁厚 衝突体速度

t (mm) vexp (m/s) vcom (m/s) vexp / vcom vcom (m/s) vexp / vcom vcom (m/s) vexp / vcom

L29c 6.77 13.68 0.49 15.84 0.43 5.84 1.16

L51b 7.76 0.39 0.33 0.90

L51c 8.50 0.42 0.36 0.99

3体とも適合 3体とも適合 1.16

試験体
Chang

不適合試験体のみの平均

修正CRIEPI式

8.62

CRIEPI

120
20.13 23.31

 
 

4. まとめ 

 津波浮遊物を想定した水平衝撃荷重に対する RC 造壁

の試験体 16 体を用いた実験を行い，以下 2 点の結論を得

た。 

・ 津波浮遊物を想定した衝撃荷重を受ける RC 造壁の

破壊性状である裏面剥離と貫通破壊を評価した既

往の評価式 CRIEPI 式と Chang 式を用いて，10m/s

以下の低速域における局部損傷（裏面剥離･貫通破

壊）評価の検証を行った。その結果，裏面剥離 3 体

と貫通破壊 6 体の損傷予測において，両式共にほぼ

危険側の評価となった。 

・ CRIEPI 式を修正して，9 体の試験体で破壊性状予測

が安全側となるような修正 CRIEPI 式を提案した。

過大な安全側の評価となった。 

 

 今後は，評価式の改善に対してコンクリート強度や鉄

筋の効果について検証し，より精度の高い評価式を提案

する。そして，裏面剥離や貫通破壊といった破壊を防ぐ

ために，繊維補強コンクリートや裏面鋼板補強などの耐

衝撃性向上に向けた改善方法の提案や補強効果の検討を

行う。また，津波浮遊物として多く確認された流木など

の柔体が RC 造建物に与える影響も明らかにしていく必

要がある。 
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